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経産省 令和４年度
「フェムテック等サポートサービス実証事業費補助金」

最終報告会

vivola株式会社
代表取締役CEO 角田夕香里



本プロジェクトメンバー

NPOフォレシアdoctor

齊藤英和先生 前田恵理先生
生殖医療専門医 妊活/不妊の母子保健の研究者

佐藤高輝代表 西部沙緒里
不妊治療と仕事の両立支援 「UMU」メディア運営

ライフサカス

ウエルネス
コミュニケーションズ

株式会社

東京海上
HD

生殖医療
クリニック

実証実験の場の提供

自治体
徳島市、広島県等

６か所

※啓発コンテンツと遠隔診療スキームの両プロジェクトメンバーを記載



Agenda

１.  事業計画（事業目的と実施事項）

２．事業計画の実施内容および成果と課題

ー啓発コンテンツ導入

ー遠隔診療システムのスキーム確立

３．今後の事業展開



1.事業計画
不妊治療と仕事との両立には職場と通院環境の両側面からのサポートが必要

アニメ動画＋有識者＋レポート

企業研修の啓発コンテンツ

病病連携システム

医療機関向け診療システム



2.事業計画に基づき実施したこと

1. 啓発コンテンツ（3分動画制作）

令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金
「『不妊に悩む方への特定治療支援事業』のあり方に関する医療政策的研究」事業

ー不妊治療患者向けー
プレニンカツ

ー若年層の健康管理ー

プレコンセプションケア

未来の当事者
を減らす

ー企業の人事・管理職向けー

不妊治療と仕事の両立ケア

いまの当事者
負担を減らす

アニメ動画

シリーズ化
啓蒙効果促進を狙う

本事業対象
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リーフレット一部ご紹介

愛媛新聞掲載 徳島市包括連携協定締結、NHK取材 郡山市、福島テレビ放映



２.事業計画に基づき実施したこと

1. 啓発コンテンツ（企業研修導入、2カ月間）

自治体共催セミナー 個社セミナー

大企業

20か所

自治体6か所

中小企業

80か所



有識者セミナー

2.実施成果と課題
1. 啓発コンテンツ（効果検証：大企業）

実証結果 今後の課題と対策

啓発動画

女性年齢による

妊孕性低下

男性年齢による

妊孕性低下

企業がサポート

する大切さ

87% 87%

不妊治療への
理解向上

75%71%

不妊治療患者

の数

92% 89%

不妊治療による

妊娠率

83%

29%

8%

17%

25%

50%

0% 20% 40% 60%

社内で不妊治療対応の障壁は何か

不妊治療の
対策実行

33%

50%

17%

個人のプライバシー

個別の理由による職場の配慮

対策の方法が不明

職場の対象者がいるか不明

その他
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すぐには対応できない企業が67％

各企業の回答理由から、
対策モデルケース化

①第３者機関設置
②特別でない柔軟な制度設計
③アクションプランとKPIの提示

５月以降正式ローンチへ

本セミナーにより、9 割の企業が、

生殖医療の知識を身に着け、

不妊治療患者の数を知り、

企業としてサポート

が重要であることを理解した。
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社内で不妊治療の対応を行う際の障壁は何か

2.実施成果と課題
1. 啓発コンテンツ（効果検証：地方・中小企業）

実証結果 今後の課題と対策

87%

不妊治療への
理解向上

71% 89%

67%

33%不妊治療の
対策実行

個人のプライバシー

個別の理由による職場の配慮

対策の方法が不明

職場の対象者がいるか不明

その他

100%

女性の年齢による妊孕性低下

男性の年齢による妊孕性低下

不妊治療における成功率

不妊治療患者の数

治療と仕事の両立の難しさ

企業がサポートする大切さ

セミナーTIPS

大企業より、

平均8ポイント 知識up

大企業より、

平均34ポイント up
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すぐに対応できる企業が67％

地方・中小企業においては、
不妊治療について知らないから対策が打てなかった

知る機会が増えれば

社内で行動に移していける企業が多い。

これまで通り、自治体や保険会社様と連携し、
セミナーを定期開催していく。



事業計画に基づき実施したこと

2. 遠隔医療スキームの確立（アドバイザリーボード設置）

ボードメンバー 論点抽出＆対策立案

患者導線…

連携データ…
検査スキーム…



事業計画に基づき実施したこと

2. 遠隔医療スキームの確立（プロト開発と導入）

実証事業先

vivola KARTE(仮)

みやぎMS.
クリニック

【準備作業】
• プロト改善点抽出
• 通信環境設定
• 説明会実施

産婦人科医、生殖医療の医師、患者の３者が揃わないと

導入まで至れないため、効率的なアプローチが必要



事業計画に基づき実施したこと

2. 遠隔医療スキームの確立（その他地域導入準備）

   

2/9㈬ 子供未来応援課
「不妊症・不育症支援ネットワーク協議会」

県内全10か所の生殖医療機関へ
弊社システムのご紹介を実施、

県内賛同医療機関と
実証実験の準備へ。

●中国・山陰地方

利用したい 58.4%

N=125

（広島県内不妊治療患者）

●近畿・北陸地方

引き続き導入エリアの交渉を行っていきます。自治体連携や学会発表等のアプローチ手法を加え、



3. 今後の事業展開 事例：山梨県アプリ内特設

自治体連携
目的：不妊治療環境改善

アプリ内特設コラボページ
患者の情報アクセスの向上

県内中小企業様向けセミナー
不妊治療理解促進/対策サポート

医療機関向け診療システム導入
病病連携による待ち時間緩和

以下、行政サービスの情報提供

・相談窓口設置

・独自の助成金情報

・県内医療機関の紹介記事

・イベント情報/アンケート実施等

県内医療機関40か所へポスターやリーフレット配布

ぜひご関心のある自治体様ご相談ください。


